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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第32期

第２四半期
連結累計期間

第33期
第２四半期
連結累計期間

第32期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 2,210,074 2,431,298 4,521,911

経常利益 (千円) 142,406 160,020 409,456

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 76,965 107,278 252,223

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 74,341 108,849 249,945

純資産額 (千円) 2,311,177 2,511,343 2,445,764

総資産額 (千円) 3,274,228 3,711,183 3,391,980

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 12.47 17.32 40.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 12.40 17.27 40.68

自己資本比率 (％) 70.6 67.7 72.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 358,153 441,604 297,171

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △24,475 △536,134 7,944

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △86,091 73,942 △156,856

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 992,879 872,966 893,552
 

　

回次
第32期

第２四半期
連結会計期間

第33期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失金額　(△)

(円) △2.69 0.85
 

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、第32期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内

容について、重要な変更等はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社土木管理総合試験所(E31723)

四半期報告書

 3/23



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　     当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が

判断したものであります。

 

（１)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境などに改善傾向が見られる中で、景気は

緩やかながらも回復の兆しを見せております。一方で、英国のEU離脱に伴うユーロ圏や中国をはじめ新興国の経済

の不透明感が増しており、先行きの経済の不確実性は高まっております。

当社が関連する建設コンサルタント業界は、東北や熊本の被災地復旧・復興関連需要、防災・減災対策業務、老

朽化した社会インフラの維持管理業務等は拡大する傾向にあります。また、社会的に注目度が高まった、地盤調査

関連業界全体の需要も拡大しつつあります。

このような状況の下、当社は独自の先端技術とワンストップサービスを活かし、調査試験業務や維持管理業務の

受注やコンサルテーションの対応強化に一丸となって取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業成績は、売上高2,431百万円（前年同期比110.0％）、営業利益161

百万円（前年同期比111.2％）、経常利益160百万円（前年同期比112.4％）、親会社株主に帰属する四半期純利益

107百万円（前年同期比139.4％）と増収増益となりました。

 

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①試験総合サービス事業

当第２四半期連結累計期間の業績は、土質・地質調査試験業務において、西日本及び東日本での業務拡大に

ともなって受注量が増加した他、地質調査では引き続き大型案件の受注、震災復興関連事業が好調を維持し、

現場試験業務、室内試験業務ともに堅調に推移した結果、売上高1,524百万円（前年同期比112.7％）となりま

した。

非破壊調査試験業務では、３Ｄレーダ探査車を用いた物理探査業務が若干鈍化しましたが、インフラ等の点

検診断業務、耐震調査業務の受注が増加し、売上高435百万円（前年同期比120.8％）となりました。

環境調査試験業務では、全国的に土壌汚染調査・分析業務が好調を維持し、浄化工事を含めた高額案件も増

加した結果、売上高281百万円（前年同期比111.5％）となりました。

また、東京本社の出店を機に関東地方における営業力強化が功を奏し、オリンピック関連事業等を含めて受

注増となりました。

以上の結果、第２四半期連結累計期間の営業成績は、売上高2,241百万円（前年同期比114.1％）、セグメン

ト利益428百万円（前年同期比124.4％）となりました。

 
②地盤補強サービス事業

当第２四半期連結累計期間の業績は、一般住宅物件の着工件数の減少や地盤改良工事の発注件数が減少傾向

にあり、中・大型物件の新規受注も減少していることから、セグメント全体としても厳しい受注環境が続いて

おります。

以上の結果、セグメント売上高157百万円（前年同期比73.9％）、セグメント利益３百万円（前年同期比

30.0％）となりました。
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（２)財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、3,711百万円となり、前連結会計年度末と比べ319百万円の増加となり

ました。

　資産の部では、流動資産が1,999百万円となり前連結会計年度末と比べ187百万円の減少となりました。これは、

受取手形及び売掛金185百万円の減少が主な要因であります。　　

固定資産は、1,711百万円となり、前連結会計年度末と比べ507百万円の増加となりました。これは東日本試験セ

ンター建設の為の土地建物購入等による建物及び構築物132百万円、土地165百万円及びその他52百万円と投資その

他の資産159百万円の増加が主な要因であります。

負債の部では、流動負債が904百万円となり、前連結会計年度末と比べ241百万円の増加となりました。これは短

期借入金150百万円、賞与引当金103百万円の増加が主な要因であります。

固定負債は、295百万円となり、前連結会計年度末と比べ12百万円の増加となりました。これは、リース債務６

百万円、退職給付に係る負債５百万円等の増加が主な要因であります。

純資産の部は、2,511百万円となり、前連結会計年度末と比べ65百万円の増加となりました。これは、利益剰余

金60百万円の増加が主な要因であります。

この結果、自己資本比率は67.7％となりました。

 
（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、872百万円となり、前連結会計年度末と比べて20百

万円減少しました。その主な要因は以下のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、441百万円の収入（前年同四半期累計期間は358百万円の収入）となりま

した。これは、税金等調整前四半期純利益177百万円、賞与引当金の増加103百万円、売上債権の減少191百万円等

によるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、536百万円の支出（前年同四半期累計期間は24百万円の支出）となりま

した。これは、有形固定資産の取得による減少366百万円、投資有価証券の取得による減少145百万円等によるもの

であります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、73百万円の収入（前年同四半期累計期間は86百万円の支出）となりまし

た。これは、短期借入金150百万円の収入とリース債務の返済による支出32百万円、配当金の支払46百万円による

ものであります。

 
（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,360,000

計 9,360,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,405,800 6,405,800
東京証券取引所
（市場一部）

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に何ら限定
のない当社における標準とな
る株式であります。単元株式
数は100株であります。

計 6,405,800 6,405,800 ― ―
 

　（注）提出日現在発行数には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

         発行された株式数は、含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　   該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月1日
～平成29年６月30日

（注）
12,000 6,405,800 1,578 575,175 1,578 525,175

 

　（注）新株予約権権利行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社Feel 長野県長野市金井田38-１ 1,452,000 22.66

下平雄二 長野県長野市 783,700 12.23

下平美奈子 長野県長野市 317,400 4.95

土木管理総合試験所従業員持株
会

長野県長野市篠ノ井御幣川877-１ 315,800 4.92

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 263,300 4.11

下平絵里加 長野県長野市 142,000 2.21

下平真里奈 東京都杉並区 142,000 2.21

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 76,800 1.19

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２丁目４-２ 66,600 1.03

佐藤明日香 長野県長野市 58,800 0.91

長嶋章 東京都中央区 58,800 0.91

野村信託銀行株式会社（信託
口）

東京都千代田区大手町２丁目２-２ 58,100 0.90

計 ― 3,735,300 58.31
 

(注) 当社は自己株式203,600株（3.17％）を保有しておりますが、大株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

 

① 【発行済株式】

   平成29年 ６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　　203,600
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　　6,201,200 62,012

株主としての権利内容に何ら
限定のない当社における規準
となる株式であります。
なお、単元株式数は100株と
なっております。

単元未満株式 普通株式　　　　1,000 ― ―

発行済株式総数  6,405,800 ― ―

総株主の議決権 ― 62,012 ―
 

 
② 【自己株式等】

    平成29年 ６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社土木管理総合試験所

長野県長野市篠ノ井御幣川
877番地１

203,600 ― 203,600 3.17

計 ― 203,600 ― 203,600 3.17
 

 
 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,077,552 1,092,966

  受取手形及び売掛金 781,832 596,097

  商品 1,617 1,856

  仕掛品 252,367 255,791

  貯蔵品 16,968 15,048

  その他 59,510 39,019

  貸倒引当金 △2,550 △1,466

  流動資産合計 2,187,298 1,999,313

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 490,791 622,923

   土地 213,045 378,174

   その他 264,605 316,730

   有形固定資産合計 968,442 1,317,829

  無形固定資産   

   のれん 3,784 1,892

   その他 24,606 25,252

   無形固定資産合計 28,391 27,144

  投資その他の資産   

   その他 211,459 370,171

   貸倒引当金 △3,611 △3,274

   投資その他の資産合計 207,848 366,897

  固定資産合計 1,204,681 1,711,870

 資産合計 3,391,980 3,711,183
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 127,244 130,532

  短期借入金 ― 150,000

  リース債務 53,458 55,492

  未払金 234,336 249,899

  未払法人税等 97,368 80,700

  賞与引当金 ― 103,100

  工事損失引当金 6,442 9,835

  その他 144,278 125,118

  流動負債合計 663,128 904,678

 固定負債   

  リース債務 95,840 102,133

  退職給付に係る負債 179,676 184,812

  その他 7,569 8,215

  固定負債合計 283,086 295,162

 負債合計 946,215 1,199,840

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 573,597 575,175

  資本剰余金 524,095 525,673

  利益剰余金 1,369,381 1,430,233

  自己株式 △24,047 △24,047

  株主資本合計 2,443,027 2,507,035

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,737 4,308

  その他の包括利益累計額合計 2,737 4,308

 純資産合計 2,445,764 2,511,343

負債純資産合計 3,391,980 3,711,183
 

 

EDINET提出書類

株式会社土木管理総合試験所(E31723)

四半期報告書

11/23



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 2,210,074 2,431,298

売上原価 1,489,592 1,599,414

売上総利益 720,481 831,883

販売費及び一般管理費   

 給料手当及び賞与 216,145 253,065

 賞与引当金繰入額 39,350 38,672

 退職給付費用 4,036 5,469

 貸倒引当金繰入額 △159 △981

 その他 315,831 374,119

 販売費及び一般管理費合計 575,204 670,345

営業利益 145,277 161,538

営業外収益   

 受取利息 223 766

 受取配当金 360 750

 受取手数料 506 262

 受取保険金 5 2,660

 業務受託料 440 142

 その他 745 993

 営業外収益合計 2,280 5,574

営業外費用   

 支払利息 1,074 989

 持分法による投資損失 ― 946

 業務受託費用 ― 1,424

 上場関連費用 4,000 ―

 デリバティブ評価損 ― 1,850

 その他 77 1,881

 営業外費用合計 5,151 7,092

経常利益 142,406 160,020

特別利益   

 補助金収入 ― 17,126

 特別利益合計 ― 17,126

税金等調整前四半期純利益 142,406 177,146

法人税等 65,440 69,868

四半期純利益 76,965 107,278

親会社株主に帰属する四半期純利益 76,965 107,278
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 76,965 107,278

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2,624 1,570

 その他の包括利益合計 △2,624 1,570

四半期包括利益 74,341 108,849

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 74,341 108,849

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 142,406 177,146

 減価償却費 69,757 74,636

 のれん償却額 1,892 1,892

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △157 △1,421

 賞与引当金の増減額（△は減少） 107,941 103,100

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,838 3,392

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,576 5,136

 受取利息及び受取配当金 △583 △1,516

 支払利息 1,074 989

 持分法による投資損益（△は益） ― 946

 デリバティブ評価損益（△は益） ― 1,850

 補助金収入 ― △17,126

 売上債権の増減額（△は増加） 131,457 191,383

 たな卸資産の増減額（△は増加） 21,700 △1,742

 仕入債務の増減額（△は減少） 46,005 3,287

 その他 △88,888 △11,825

 小計 441,019 530,130

 利息及び配当金の受取額 433 765

 利息の支払額 △1,074 △1,000

 法人税等の支払額 △82,224 △88,291

 営業活動によるキャッシュ・フロー 358,153 441,604

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △208,003 △240,000

 定期預金の払戻による収入 414,001 204,000

 有形固定資産の取得による支出 △174,655 △366,782

 投資有価証券の取得による支出 △51,250 △145,010

 補助金の受取額 ― 17,126

 その他 △4,568 △5,468

 投資活動によるキャッシュ・フロー △24,475 △536,134

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） ― 150,000

 リース債務の返済による支出 △30,840 △32,909

 株式の発行による収入 ― 3,156

 配当金の支払額 △55,251 △46,303

 財務活動によるキャッシュ・フロー △86,091 73,942

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 247,586 △20,586

現金及び現金同等物の期首残高 745,293 893,552

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  992,879 ※１  872,966
 

EDINET提出書類

株式会社土木管理総合試験所(E31723)

四半期報告書

14/23



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を第１四半期

連結会計期間から適用しております。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　

１　受取手形裏書譲渡高

 前連結会計年度

(平成28年12月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 20,420千円 28,677千円
 

 

２　偶発債務

前連結会計年度(平成28年12月31日)及び当第２四半期連結会計期間(平成29年６月30日)

当社が実施した工事に関連して、平成24年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中であります。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日)

現金及び預金 1,299,885千円  1,092,966千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △307,005千円  △220,000千円

現金及び現金同等物 992,879千円  872,966千円
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(株主資本等関係)

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 55,531 18.00 平成27年12月31日 平成28年３月31日 利益剰余金

 

(注)　平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、当第２四半期連結累計

期間の１株当たり配当額は、株式分割前の実際の配当額を記載しております。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月10日

取締役会
普通株式 46,276 7.50 平成28年６月30日 平成28年９月12日 利益剰余金

 

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日

定時株主総会
普通株式 46,426 7.50 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年８月10日

取締役会
普通株式 46,516 7.50 平成29年６月30日 平成29年９月11日 利益剰余金

 

　

 

EDINET提出書類

株式会社土木管理総合試験所(E31723)

四半期報告書

16/23



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

試験総合

サービス

事業

地盤補強

サービス

事業

計

売上高        

　外部顧客への売上高 1,964,935 213,545 2,178,480 31,593 2,210,074 ― 2,210,074

　セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 1,964,935 213,545 2,178,480 31,593 2,210,074 ― 2,210,074

セグメント利益

又は損失(△)
344,730 12,795 357,525 △2,183 355,342 △210,065 145,277

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△210,065千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３ 

試験総合

サービス

事業

地盤補強

サービス

事業

計

売上高        

　外部顧客への売上高 2,241,197 157,813 2,399,010 32,287 2,431,298 ― 2,431,298

　セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 2,241,197 157,813 2,399,010 32,287 2,431,298 ― 2,431,298

セグメント利益

又は損失(△)
428,803 3,841 432,644 △9,544 423,100 △261,562 161,538

 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験機器販売事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△261,562千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

項目

前第２四半期連結累計期間

(自　平成28年１月１日

　至　平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成29年１月１日

　至　平成29年６月30日)

(1)　１株当たり四半期純利益金額 12.47円  17.32円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　(千円) 76,965 107,278

普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額　(千円)

76,965 107,278

普通株式の期中平均株式数　(株) 6,170,200 6,192,830

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 12.40円  17.27円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額　(千円) ― ―

普通株式増加数　(株) 36,720 20,312

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　当社は、平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

(連結子会社の吸収合併)

当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社日新企画設計を吸収合併す

ることを決議し、平成29年７月１日付で合併いたしました。

　

(1)　取引の概要

①　結合当事企業の名称及び事業の内容

結合企業の名称　　　　株式会社土木管理総合試験所

事業の内容　　　　　　試験総合サービス事業

被結合企業の名称　　　株式会社日新企画設計

事業の内容　　　　　　試験総合サービス事業

②　企業結合日

平成29年７月１日

③　企業結合の法的形式

株式会社土木管理総合試験所を存続会社とする吸収合併方式

④　結合後企業の名称

株式会社土木管理総合試験所

⑤　その他取引の概要に関する事項

本合併は、当社グループの経営資源を集約し、経営の効率化を図ることを目的としております。

 
(2)　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日)に基づき、共通支配下の取引と

して処理を行う予定であります。
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２ 【その他】

(1)　訴訟

当社が実施した工事に関連して、平成24年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在係争中でありま

す。

　

(2)　中間配当

平成29年８月10日開催の取締役会において、平成29年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46,516千円

②　１株当たり配当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7.50円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　平成29年９月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年８月９日

株式会社　土木管理総合試験所

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ  
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　矢　野　　浩　一　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　陸　田　　雅　彦　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社土木管

理総合試験所の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年４月

１日から平成29年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社土木管理総合試験所及び連結子会社の平成29年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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